
【各種サービスの説明】                       

令和７年集団指導会  

【地域密着型サービス】 

日時：令和７年７月 14日（月） 

            午前 10 時分～12 時 

場所：一関保健センター 多目的ホール 

次  第

１ 開 会 

２ 挨 拶 

３ 説明事項 

令和６年度運営指導等から見た留意事項及び令和７年度運営指導計画について    

【資料-地域１】 

令和６年度介護保険制度改正事項について             【資料-地域２】 

介護保険最新情報ほか                          【資料-地域３】 

特養・老健の空床情報提供の協力依頼について           【資料-地域４】 

事故報告について                        【資料-地域５】 

電子申請届出システムについて                  【資料-共通１】 

介護サービス事業所等に対する行政処分等の処分基準について    【資料-共通２】 

２ その他 

 令和８年度施設整備計画について                 【資料-共通３】 

 アンケートと質問票について                    【アンケート】 

 情報提供（講演会と一関労働基準監督署） 
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令和６年度指定地域密着型（介護予防）サービス事業所等運営指導の実績について 

１ 運営指導の実績 

  介護保険法第 23 条（※）及び一関地区広域行政組合介護保険サービス事業者等指導要綱に

基づき、運営指導を実施しました。これについては、指定期間内に概ね１回（施設系は概ね３

年に１回）を目安に実施しており、事業所から事前に提出いただいた調書により、利用契約に

関する書類やサービス提供に関する書類及び事業所内の状況等を確認しました。 

サービス名 
R6 管内 

事業所数 
R2 R3 R4 R5 R6 

地域密着型通所介護 19 ２ ４ １ ７ ３ 

認知症対応型通所介護 ３ １ － － １ － 

小規模多機能型居宅介護 ５ １ １ １ － － 

認知症対応型共同生活介護 28 13 ９ ６ 13 ９ 

地域密着型特定施設入居者生活介護 ２ － １ １ － － 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 ９ ２ ６ 1 ２ ５ 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ２ － － － － － 

看護小規模多機能型居宅介護 １ １ － － － － 

居宅介護支援事業所 47 ３ ８ ６ 13 ９ 

訪問型サービス（総合事業） 31 ８ ４ ６ ３ 11 

通所型サービス（総合事業） 56 ５ ４ ９ ４ 15 

合計(地域密着型サービス含む) 203 36 37 31 43 52 

２ 監査の実績 

  介護保険法第 23 条及び一関地区広域行政組合介護保険サービス事業者等監査要綱に基づき、

通報、相談等に基づく情報を踏まえ、指定基準違反等の確認について必要がある場合、帳簿書

類等の提出、出頭または立ち入り検査（監査）を行っています。 

指定基準違反等が認められた場合には、勧告、命令、指定の取消し等を行いますが、令和６

年度においては３回実施しています。 

※介護保険法第 23 条（文書の提出等） 

 保険者は、保険給付に関して必要があると認めるときは、居宅介護支援、地域密着型サービ

ス及び地域密着型介護予防サービス、これらに相当するサービスを担当する者に対し、文書そ

の他の物件の提出もしくは提示を求め、もしくは依頼し、又は当該職員に質問もしくは照会を

させることができる。 
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３ 指導内容 

令和６年度の文書及び口頭での指導事項は以下のとおりです。 

項  目 
件  数 

居 総 地 備考 

介護報酬、加算に関すること ３ 要件、記録の整備等について 

届出に関すること １ ２ １ 事業所変更届の提出漏れ 

人員に関すること １ １ 勤務形態一覧の不備 

設備に関すること 

運営に関すること 23 56 61

内

訳

①  入退所 入所要件の確認方法 

②  被保険者証 ２ ３ 利用開始日等未記載 

③  内容・手続きの説明・同意・契約 ５ 11 15 重要事項説明書等の不備 

④  居宅サービス事業者等との連携 

⑤  利用料、預り金等 ２ 徴収できない費用の徴収 

⑥ 身体拘束、褥瘡予防、感染症指針等 ３ ３ 指針の未作成、内容の不備 

⑦  外部（自己）評価 １ 外部(自己)評価の未公表 

⑧  サービス計画 ５ ５ ５ 担当者会議、ｱｾｽﾒﾝﾄ未実施 

⑨  運営規程、重要事項説明書等 ３ 15 11 職員体制記載、利用料金誤りなど

⑩  非常災害対策 ３ 10 ４ 訓練の実施・記録 

⑪  衛生管理 

⑫  地域との交流 ７ 運営推進会議の議事録未公表 

⑬  事故発生時の対応、事故防止の体

制 
指針の未作成 

⑭  管理者の責務 

⑮  掲示 ２ ２ ３ 掲示していない項目 

⑯  苦情対応 ２ 記録を残していない 

⑰  緊急時の対応 １ １ マニュアル未整備 

⑱  サービスの質（研修・広告） ２ ３ 研修の機会の確保 

⑲  記録 １ ５ ２ 担当者会議の記録なし 

⑳  秘密保持 ２ １ 誓約書未整備 

 その他事務指導 協力医療機関の確保 

合  計 24 59 66
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 運営指導等から見た留意事項について 

 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 第 91 条ほか 

第九十一条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ごとに専らその職務に従事する

常勤の管理者を置かなければならない。ただし、共同生活住居の管理上支障がない場合は、当該共同生

活住居の他の職務に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができるものとする。 

 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 第 102 条ほか 

第百二条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、共同生活住居ごとに、次に掲げる事業の運営につ

いての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務内容 

三 利用定員 

四 指定認知症対応型共同生活介護の内容及び利用料その他の費用の額 

五 入居に当たっての留意事項 

六 非常災害対策 

七 虐待の防止のための措置に関する事項 

八 その他運営に関する重要事項 

介護保険法 

（変更の届出等） 

第 78 条の５ 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地そ

の他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定地域密着型サー

ビス（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除く。）の事業を再開したときは、厚生

労働省令で定めるところにより、十日以内に、その旨を市町村長に届け出なければならない。

２ 指定地域密着型サービス事業者は、当該指定地域密着型サービス（地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護を除く。）の事業を廃止し、又は休止しようとするときは、厚生労働省

【指導事項②】 

 運営規程に定められた事項を定めておかなければならない。 

 変更後は 10 日以内の届出をしなければならない。 

【指導事項①】 

 管理者は原則常勤勤務専従であり、支障がない場合に他職の兼務が可能となってい

るが、勤務形態一覧において管理者としての勤務時間がない日があるため、是正する

こと。 
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令で定めるところにより、その廃止又は休止の日の一月前までに、その旨を市町村長に届け出

なければならない。 

（変更の届出等） 

第 82 条 指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所の名称及び所在地その他厚生労

働省令で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定居宅介護支援の事業を再開

したときは、厚生労働省令で定めるところにより、十日以内に、その旨を市町村長に届け出な

ければならない。 

２ 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援の事業を廃止し、又は休止しようとす

るときは、厚生労働省令で定めるところにより、その廃止又は休止の日の一月前までに、そ

の旨を市町村長に届け出なければならない。 

※届出必要な項目は、様式第２号（第３条関係）に記載されている項目です。 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 第 34 条 準用

第三十四条 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、利

用者、利用者の家族、地域住民の代表者、指定地域密着型通所介護事業所が所在する市町村の職

員又は当該指定地域密着型通所介護事業所が所在する区域を管轄する法第百十五条の四十六第一

項に規定する地域包括支援センターの職員、地域密着型通所介護について知見を有する者等によ

り構成される協議会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、利用

者等が参加する場合にあっては、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なけ

ればならない。）（以下この項において「運営推進会議」という。）を設置し、おおむね六月に

一回以上、運営推進会議に対し活動状況を報告し、運営推進会議による評価を受けるとともに、

運営推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成す

るとともに、当該記録を公表しなければならない。 

３ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な

活動等との連携及び協力を行う等の地域との交流を図らなければならない。 

４ 指定地域密着型通所介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した指定地域密着型通

所介護に関する利用者からの苦情に関して、市町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業そ

の他の市町村が実施する事業に協力するよう努めなければならない。 

５ 指定地域密着型通所介護事業者は、指定地域密着型通所介護事業所の所在する建物と同一の建

物に居住する利用者に対して指定地域密着型通所介護を提供する場合には、当該建物に居住する

利用者以外の者に対しても指定地域密着型通所介護の提供を行うよう努めなければならない。 

【指導事項③】 

 運営推進会議について、書面開催とするも資料送付がない。 

 記録の公表がない。 
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四十八 定期巡回・随時対応型訪問介護看護費における介護職員等処遇改善加算の基準（準用）

（抜粋） 

（７） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（一） 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（介護職員の賃金に関す

るものを含む。）を定めていること。 

（二）（一）の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

（三） 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施

又は研修の機会を確保していること。 

（四）（三）について、全ての介護職員に周知していること。 

（五） 介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき

定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。 

（六）（五）について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 第３条の 32 準用 

第三条の三十の二 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、感染症や非常災害

の発生時において、利用者に対する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を継続的

に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続

計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に

実施しなければならない。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを

行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。

 解釈 

② 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容

については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継続ガイドライ

ン」、「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参

照されたい。また、想定される災害等は地域によって異なるものであることから、

【指導事項④】 

 介護職員等処遇改善加算の職員への周知について 

【指導事項⑤】 

業務継続計画の不備または見直しができていない。 
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項目については実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業務継続計画

を一体的に策定することを妨げるものではない。さらに、感染症に係る業務継続計

画並びに感染症の予防及びまん延の防止のための指針については、それぞれに対応

する項目を適切に設定している場合には、一体的に策定することとして差し支えな

い。 

イ 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備 蓄

品の確保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者 

との情報共有等） 

ロ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが 

停止した場合の対策、必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 第３条の 10 準用 

第３条の 10 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所は、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供を求められた場合は、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、

要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。 

【事項⑤】 

 受給資格等の確認について 
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令和７年度指定地域密着型（介護予防）サービス事業所運営指導計画について 

１ 運営指導基本方針 

 介護サービスの質の確保と向上 

介護給付の適正な実施 

 高齢者の尊厳の保持（高齢者虐待の防止、身体拘束廃止に向けた取組） 

危機管理の徹底（災害対策、感染症対策、事故防止対策、防犯安全対策） 

２ 運営指導の予定 

(1) 対象事業所 

  ・ 地域密着型サービス      13 事業所 

  ・ 居宅介護支援事業所      ７事業所 

  ・ 総合事業（訪問型サービス）  ７事業所 

  ・ 総合事業（通所型サービス）  12 事業所 

合計 39 事業所 

(2) 実施時期    

令和７年９月から令和８年１月 

(3) 選定基準 

     ・施設系事業所  ３年に１回 

    ・居宅系事業所  ６年に１回 

    ・上記のほか、情報提供などがあった場合は、随時実施について検討する。 

(4) 指導班の編成 

運営指導を適正かつ公正に実施するため、指導職員２名以上をもって行う。 

(5) 運営指導の実施通知 

運営指導の実施にあたっては、原則として指導実施日の１か月前までに、指導の対象 

となる事業者に対し通知する。 

(6) 資料の提出 

     運営指導の実施前に、対象となる事業者に対し事前提出調書及び介護保険各種加算

自己点検シート、平面図等の実地指導に関し必要な資料の提出を求める。 

(7) 指導方法 

    「介護保険施設等に対する実地指導の標準化・効率化等の運用指針」により示された標

準確認文書の確認並びに現地確認より、各種基準等に適合しているかについて確認を行

う。また、サービス提供において不適切と思われる事項についても指導を行う。 

(8) 指導後の措置 

    運営指導から起算して概ね３週間以内に、指導の結果を検討し、その結果を当該事業者

に通知する。改善を要すると認められた事項については、文書により改善内容の報告を求

めるものとする。 

(9) 滞在時間の短縮化 

    事業所における滞在時間を最小限とするため、書類審査を介護保険課事務室で行う。事

業所に訪問した際には、書類審査に係る不明点や個別のケース（契約書類及びケアプラン

など）、設備基準、掲示事項の確認などを行う。 
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3.令和７年度運営指導計画

種類 事業者名 事業所名 実施予定時期

1 認知症対応型共同生活介護 社会福祉法人室根孝養会 孝養ハイツグループホーム ９月中旬

2 居宅介護支援事業所 一関市 ふじさわ居宅介護支援事業所 ９月中旬

3 通所型サービス 一関市 ふじさわデイサービスセンター ９月中旬

4 地域密着型通所介護 株式会社おおかわら リハビリステーション・ふっとアップ ９月中旬

5 訪問型サービス 有限会社たんぽぽ 有限会社たんぽぽ指定訪問介護事業所 ９月中旬

6 通所型サービス 社会福祉法人一関秀和会 デイサービスセンターひより ９月中旬

7 認知症対応型共同生活介護 特定非営利活動法人なごみ グループホームぽらん千厩 ９月下旬

8 通所型サービス 株式会社ライフケア幸成堂 デイサービスつれづれ ９月下旬

9 訪問型サービス 医療法人三秋会 やまゆりヘルパーステーション ９月下旬

10 居宅介護支援事業所 医療法人三秋会 やまゆり居宅介護支援事業所 ９月下旬

11 認知症対応型共同生活介護 社会福祉法人川崎寿松会 グループホームことぶき 10月下旬

12 居宅介護支援事業所 株式会社AKASI ケアプランさくら 10月下旬

13 訪問型サービス 株式会社航和 Ｍｙケアサービス 10月下旬

14 地域密着型通所介護 株式会社航和 デイサービス金沢の丘 10月下旬

15 通所型サービス 株式会社航和 デイサービス金沢の丘 10月下旬

16 通所型サービス 株式会社航和 デイサービス舞乃湯 10月下旬

17 小規模特養 社会福祉法人二桜会 特別養護老人ホーム寿光荘清水 10月下旬

18 認知症対応型共同生活介護 社会福祉法人稲泉会 グループホーム「けーせん」 11月上旬

19 通所型サービス 合同会社しづか亭 ミニデイサービスしづか亭 11月上旬

20 小規模多機能型居宅介護 企業組合労協センター事業団 あったかホームちゃごみ 11月上旬

21 訪問型サービス
一般社団法人
日本産業活性化支援機構

ライブサポートサービス一関 11月上旬

22 居宅介護支援事業所 医療法人三秋会 なのはな居宅介護支援事業所 11月中旬

23 訪問型サービス 医療法人三秋会 なのはなヘルパーステーション 11月中旬

24 看護小規模多機能型居宅介護 株式会社リツワ
ケアビレッジ一関ケアサービスステーション看護小規
模多機能型居宅介護事業所

11月中旬

25 認知症対応型共同生活介護 株式会社リツワ Lagom東五代 11月中旬

26 地域密着型通所介護 株式会社ドクターアイズ リハニック一関 11月下旬

27 通所型サービス 株式会社ドクターアイズ リハニック一関 11月下旬

28 地域密着型特定施設入居者生活介護 医療法人一秀会 介護付きケアハウス　プレシオーソ中里 11月下旬

29 認知症対応型共同生活介護 社会福祉法人つくし会 認知症高齢者グループホームほっとスマイル 11月下旬

30 居宅介護支援事業所 社会福祉法人つくし会 明生園居宅介護支援事業所 11月下旬

31 通所型サービス 社会福祉法人つくし会 明生園デイサービスセンター 11月下旬

32 通所型サービス 株式会社ツクイ ツクイ一関 12月上旬

33 通所型サービス 株式会社ツクイ ツクイ山目 12月上旬

34 居宅介護支援事業所 社会福祉法人柏寿会 福光園居宅介護支援事業所 12月上旬

35 居宅介護支援事業所 フォレスト医療介護サービス株式会社 フォレスト居宅介護支援センター 12月上旬

36 訪問型サービス 株式会社ラポール・テトラ ラポール・テトラ訪問介護支援事業所 12月中旬

37 通所型サービス 社会福祉法人　幸生会 クラリス機能訓練特化型デイサービス 12月中旬

38 通所型サービス 特定非営利活動法人ケアセンターいこい デイサービスセンター・いこいの丘 12月中旬

39 訪問型サービス 社団医療法人西城病院 訪問介護ステーション　ホスピス西城 12月中旬
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令和６年度介護保険制度改正に伴う留意点

運営基準

取扱方針  

身体的拘束等について  

第二十六条

五 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊

急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。

六 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得な

い理由を記録しなければならない。

【解釈通知】（抜粋）

・緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要件を満たすことについて、組

織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容について記録し

ておくことが必要である。

記録の整備 

身体的拘束等について  

第三十六条 指定地域密着型通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなけ

ればならない。

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、利用者に対する指定地域密着型通所介護の提供に関する次の各号に掲げる

記録を整備し、その完結の日から二年間保存しなければならない。

一 地域密着型通所介護計画

二 次条において準用する第三条の十八第二項の規定による提供した具体的なサービスの内容等の記録

三 第二十六条第六号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを

得ない理由の記録

四 次条において準用する第三条の二十六の規定による市町村への通知に係る記録

五 次条において準用する第三条の三十六第二項の規定による苦情の内容等の記録

六 前条第二項の規定による事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

七 第三十四条第二項に規定する報告、評価、要望、助言等の記録

1
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報酬改正

 〇減算

・

Q＆A  令和７年１月 20 日 Vol.345 

問１ 利用者に対して身体的拘束等をしていない場合においても、身体的拘束等の適正化を図るための全ての措

置（委員会の開催、指針の整備、研修の実施）がなされていなければ減産の適用となるのか。

答  減算の適用となる。 なお、施設系サービスおよび居住系サービスにおいても同様である。

問３ 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合の検討には、三つの要件

（切迫性、非代替性、一時性）すべてを満たすことの記録が確認できなければ減算の適用となるのか。

答  減算の適用となる。

2
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【Q&A 】Vol.1 

問 164 答 感染症若しくは災害のいずれかまたは両方の業務継続計画が未策定の場合、かつ、当該業務継続

計画に従い必要な措置が講じられていない場合に減算の対象となる。

問 166 答 行政機関が運営指導等で不適切な取り扱いを発見した時点ではなく、「基準を満たさない事実が生

じた時点」まで遡及して減算を適用する。

3
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【Q&A 】Vol.1 

問 167 答 全ての措置が一つでも講じられていなければ減算となる。

問 168 答 過去に遡及して当該減算を適用することはできず、発見した日の属する月が「事実が生じた月」と

なる。
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施設空床情報（特別養護老人ホーム） 【施設空床掲載イメージ】

・ 定員が２９名以下の施設は、地域密着型施設です。

・ 地域密着型施設は、原則として施設所在地の市町村にお住まいの方のみが利用できます。

・ 部分については、直接施設にお問い合わせください。

施設名 定員のうち、

所在地 ユニット型

電話番号 の定員

特別養護老人ホーム真生園

一関市字沢161－216

0191-48-3384

特別養護老人ホーム舞川の里

一関市舞川字堀切72－4

0191-31-7001

特別養護老人ホームあけぼの苑

一関市厳美町字古館3

0191-34-8884

特別養護老人ホーム花いずみ

一関市花泉町涌津字上原31

0191-82-5811

空床数 施設からのコメント

1 29 29

ユニット型個室（全室）の特養で
す。ショートステイを利用されなが
ら入所への切り替えも可能です。入
居申込相談・利用相談等、土日祝日
も対応致します。お気軽にお電話く
ださい。

1

情報提供基準日

№ 施設定員

2 29 29 0

3 29 29

4 29 0

3
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施設空床情報（特別養護老人ホーム） 【短期入所掲載イメージ】

・ 〇空床あり

・ ×空床なし

・ 部分については、直接施設にお問い合わせください。

施設名 定員のうち、 10 月

所在地 ユニット型 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

電話番号 の定員 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木

特別養護老人ホーム真生園

一関市字沢161－216

0191-48-3384

特別養護老人ホーム舞川の里

一関市舞川字堀切72－4

0191-31-7001

特別養護老人ホームあけぼの苑

一関市厳美町字古館3

0191-34-8884

特別養護老人ホーム花いずみ

一関市花泉町涌津字上原31

0191-82-5811

特別養護老人ホーム寿光荘清水

一関市花泉町花泉字上舘70-3

0191-48-3975

特別養護老人ホームひより

一関市大東町沖田字峯岸5

0191-74-2611

特別養護老人ホームリビングハウスおおはら

一関市大東町大原字立町110-1

0191-72-2255

特別養護老人ホームひなた苑

一関市千厩町奥玉字上川原31

0191-51-2010

特別養護老人ホームいこいの結

平泉町長島字竜ケ坂42

0191-48-5673

特別養護老人ホーム関生園

一関市真柴字 木立43－102

0191-26-4911

特別養護老人ホーム福光園

情報提供基準日 令和6年8月22日

№ 施設定員 空床数

3 29 29 0

4 29 0

1 29 29 1

2 29 29 1

7 29 29

8 29 29

5 29 0

6 29 29

9 29 29

10 50 50

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

× × 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇〇 〇 〇

〇 〇 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇

× × × × × ×

〇 〇 〇× × × 〇 〇 〇〇 〇 〇 〇 × ×

× ×× × × × × ×× × × × × × ×× × × × × ×× × × ×
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※第１報は、少なくとも1から6までについては可能な限り記載し、事故発生後速やかに、遅くとも５日以内を目安に提出すること

※選択肢については該当する項目をチェックし、該当する項目が複数ある場合は全て選択すること

第1報  第 報 最終報告 提出日：   年   月   日

事故状況の程度 入院 死亡 その他（ ）

死亡に至った場合

死亡年月日
西暦 年 月 日

法人名

事業所（施設）名 事業所番号

サービス種別

氏名・年齢・性別 氏名 年齢 性別 男性 女性

サービス提供開始日 西暦 年 月 日 保険者

住所 事業所所在地と同じ その他（ ）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 自立

Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M

発生日時 西暦 年 月 日 時 分頃（24時間表記）

居室（個室） 居室（多床室） トイレ 廊下

食堂等共用部 浴室・脱衣室 機能訓練室 施設敷地内の建物外

敷地外 その他（ ）

転倒 誤薬、与薬もれ等 （自由記載３）

転落 医療処置関連（チューブ抜去等） 不明

誤嚥・窒息 （自由記載１） その他（ ）

異食 （自由記載２）

発生時状況、事故内容の

詳細

その他

特記すべき事項

発生時の対応

受診方法 施設内の医師(配置医含む)が対応
受診

(外来･往診)
救急搬送 その他（ ）

受診先

診断名

切傷・擦過傷 打撲・捻挫・脱臼 骨折(部位: ）

その他（ ）

検査、処置等の概要

5

事

故

発

生

時

の

対

応

事故の種別

診断内容

所在地

3

対

象

者

身体状況

要介護度

認知症高齢者

日常生活自立度

4

事

故

の

概

要

発生場所

事故報告書 （事業者→一関地区広域行政組合管理者）

医療機関名 連絡先（電話番号）

1事故

状況

受診(外来･往診)、自施設で応急処置

2

事

業

所

の

概

要

1/2
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利用者の状況

配偶者 子、子の配偶者 その他（ ）

西暦 年 月 日

他の自治体 警察 その他

自治体名（ ） 警察署名（ ） 名称（ ）

本人、家族、関係先等

への追加対応予定

（独自項目追加欄）

6

事

故

発

生

後

の

状

況

家族等への報告

報告した家族等の

続柄

報告年月日

連絡した関係機関

(連絡した場合のみ)

9 その他

特記すべき事項

7 事故の原因分析

（本人要因、職員要因、環境要因の分析）

（できるだけ具体的に記載すること）

8 再発防止策

（手順変更、環境変更、その他の対応、

再発防止策の評価時期および結果等）

（できるだけ具体的に記載すること）

2/2

4
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令和８年度施設整備計画について（第９期介護保険事業計画から抜粋）

 〇指定の流れ

  令和７年７月から 10 月まで  募集期間

  令和７年 11 月        設置候補者の選考（面接審査）

  令和７年 12 月        介護保険運営協議会への諮問

  令和８年９月        指定申請書の提出締切

令和８年 10 月        本審査、介護保険運営協議会への諮問

  令和８年 11 月        事業所番号の附番、指定通知

  〇指定事務は岩手県県南広域振興局長寿社会課での対応となるため希望される方は岩

手県へお問い合わせください。電話：0197-22-2850 

1
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令和  年  月  日 

一関地区広域行政組合介護保険課 宛 

（メール：kaigohoken@city.ichinoseki.iwate.jp） 

（ＦＡＸ：0191-31-3224）※添書不要 

事業所名  

担当者名  

電話番号  

ＦＡＸ番号  

一関地区広域行政組合介護保険課 質問票 

サービス種類 

質問項目 

１ 人員、設備、運営基準について 

２ 介護報酬について 

３ その他（            ）

質問内容 

根拠となる 

条文等 

一関地区広域行政組合処理欄（※以下には記載しないでください。） 

受付日  回答日  





令和７年度 一関地区広域行政組合 集団指導会 アンケート

無記名可 事業所名（                            ）

今後の参考とさせていただきますのでご回答にご協力ください。

該当するものに〇印または記入をお願いします。

質問１ 集団指導会の開催方法で希望するものはどれですか。

①対面方式    ②WEB方式     ③ハイブリット方式（対面方式、WEB方式）

④そのた（                             ）

質問２ 説明が聞きたかったこと、または不足していたことはありますか。

 記入欄（                              ）

質問３ 電子申請届出システムの利用について

3-1 gBizIDを取得していますか。

   ①取得している    ②取得中または予定がある    ③取得していない

3-2 3-1で①、②と回答した方へ、電子申請届出システムを利用する予定はありますか。

   ①利用する   ②利用しない

3-3 3-2で「②利用しない」と回答した方へ、利用しない理由を教えてください。

   ①（                                     ）




